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令和７年度鹿児島県原子力防災訓練の結果について 

 

１ 令和７年度県原子力防災訓練概要 

 ⑴ 実施日時 

令和８年２月７日（土）７時００分～１８時００分 
 
 ⑵ 参加機関、参加者数 

約220機関（年度間：約230機関）、約4,000人（年度間：約6,100人） 

※ 「年度間」には、訓練当日（２月７日）と別日で、令和７年度中に

原子力防災訓練を行った学校等での実績を含む。 
 
 ⑶ 訓練の特徴 

  ① 複合災害（地震）を想定した訓練 

   ア 能登半島地震で得られた教訓等を踏まえた新たな訓練 

(ｱ) 避難生活における良好な生活環境の確保に向けた避難所設営訓練 

 ・ キッチンカーの派遣等による炊き出し訓練 

・ 可搬型衛星通信設備の設置による通信環境の確保  

・ トイレカー・水循環型シャワー等の設置  

     

    (ｲ) 道路閉塞に伴う孤立化等への対応 

 ・ 孤立地区での屋内退避を想定したヘリによる物資供給訓練 
 

     (ｳ) 要員が速やかに参集できない事態を想定した訓練 

・ 発災直後に県要員が速やかに参集できない場合を想定した原

子力災害対策本部及び現地災害対策本部の運営訓練 
     
    イ その他、従来から実施してきている訓練 

    ・ 道路啓開 

    ・ 自宅の家屋倒壊を想定した救助訓練 

・ モニタリングポスト等が使用できない場合の可搬型モニタリン

グポストによる測定 

・ 避難計画上の避難先へ避難できない事態を想定した代替の避難

先への避難  等 
   

➁ 若年層の参加促進に係る取組 

・ 保育園の園児の避難において、保護者への引き渡しが完了してい

ない事態を想定した、避難先施設での児童の引き渡し訓練 

・ 小学生等を対象とした子ども向けの防災講習会 

 

資料５
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   ③ その他の拡充内容 

    (ｱ) 避難退域検査等訓練 

・ 未実施場所（候補地）での検証 

（川床コミュニティ運動場：長島町） 

 

(ｲ) 避難方法の理解度向上に向けた取組 

・ 避難バス車内における、内閣府作成の動画を活用した避難方

法等の説明や、県が令和６年度に作成したダウンロード方法の

紹介用動画を活用した原子力防災アプリの周知 

 

    (ｳ) 要素訓練 

     ・ 訓練当日（２月７日）と別日で、県と薩摩川内市の要員が、

情報連絡や被災状況等を取りまとめ、防護措置に係る国への情

報提供等を行う訓練を実施 

 

２ 外部委託による評価等及び県の対応の方向性 

  ＜凡例＞ 

○：県外部委託による評価 ●：訓練参加者からの意見 

 ⑴ 県及び市災害対策本部訓練 

  ① 良好事例 

内容 

〇鹿児島県災害対策本部（以下、「県本部」）においては、県本部

と鹿児島県現地災害対策本部（以下、「県現地本部」）との間で

原子力防災システム（NISS）を用いた情報連絡訓練を追加してお

り、例年に比べ（※）、同システムの活用の幅が広がっているこ

とを確認した。 

 ※ 従前は、オフサイトセンター（以下、「OFC」）にコントロー

ラーを配置していたが、より実効性を高めるため、OFCとの情報

連絡訓練を追加した。 

○県本部において、警戒事態から放射性物質放出までの対応の一連

の流れが円滑に行われた。 

〇 摩川内市災害対策本部（以下、「市本部」）運営訓練において、

導入後４年目になる鹿児島県原子力災害時住民避難支援・円滑化

システムを、本部長に対する訓練参加市民の状況説明に使用する

など、効果的に活用していた。 
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〇市本部に各種機能が集約されており、本部長の判断に資するため、

クロノロジー、避難状況の表示が電子ボード化され見やすい位置

に配置されていた。 

 

  ② 課題及びその対応の方向性  

改善すべき課題 県の対応の方向性 

●原子力災害対策指針の改正に伴

い新たに盛り込まれた屋内退避

の運用について、訓練に盛り込

む必要がある。 

・国や他県の訓練内容を踏まえ、

本県訓練での実施を検討する。 

 

 ⑵ 県現地災害対策本部訓練 

  ① 良好事例 

内容 

○オフサイトセンター（以下、「OFC」）参集・運営訓練においては、

緊急時に要員が参集できない状況を想定した訓練について、初期

参集者をはじめ各段階の参集者が、状況を理解して遅滞なく作業

を実施し、現地本部立上げ等の初動活動の確立や初期の情報収集

が概ねできていた。 

〇OFC参集・運営訓練においては、班長による参集者の経験を考慮し

た役割分担や、人数が少ない班での全員協力による臨機応変の対

応など、過去の良好事例が活かされた場面が見られた。 

○大型モニターによる主要活動ボード表示は、わかりやすく情報共

有に有効だった。 

○責任者が２名おり、各員がお互いに相談しながら活動の内容を把

握し、チーム員への指摘も的確であった。 

 

  ② 課題及びその対応の方向性 

改善すべき課題 対応の方向性 

○１日の訓練時間が長く、体力や

集中力が終盤に下がる。また、

会議の回数が多く、都度資料作

成等の作業が寸断される。 

・国の「原子力防災訓練ガイダン

ス」を踏まえ、全体の訓練内容

を充実させる観点から、手順の

確認を主たる目的とした会議な

どについて、想定開催としてス

キップするなどの対応を検討す

る。 
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 ⑶ 住民避難・避難退域時検査訓練 

  ① 良好事例 

内容 

〇住民避難関係の訓練では、一部の避難所設置訓練に参加した住民の

全員が、原子力防災アプリをインストールしており、バス乗車、避

難所受け入れ等の確認作業の円滑化等が図られている。 

また、若年層の参加が増えるなど参加住民の年齢層が広がり、幅

広い世代の防災意識向上や原子力防災に対する理解促進に資する

ものと考えられる。 

○避難所受け入れや安定ヨウ素剤配布時等の本人確認等に、原子力

防災アプリが活用されており、受付作業が円滑に進行されていた。 

特に、安定ヨウ素剤の配布では、担当者が住民のＱＲコードを

読み取ることで、問診記録等のデータベースが構築され、また本

部への報告等もアプリで完結するなど、原子力防災アプリの有効

性が確認された。 

○通信環境を確保するための可搬型衛星通信設備の設置訓練や、良好

な生活環境の確保を図るためのキッチンカーによる炊き出しの実

施や水循環型手洗い器、トイレカーの設置訓練など避難所におけ

る良好な生活環境の確保を図る取組を参加者が体感することがで

きた。 

◯一時移転バスの車中において、新たに内閣府作成の動画「！サクッ

と解説！原子力防災」が放映され、参加者の避難方法等への理解

促進に貢献したものと考えられる。 
 
  ② 課題及びその対応の方向性 

改善すべき課題 対応の方向性 

〇住民避難訓練において、障がい

者の模擬対応が確認できない事

例があった。 

 

・障がい者も安心して避難できる

よう、住民避難訓練での障がい

者の模擬対応の実施など、災害

時要配慮者への対応策の充実等

を検討する。 

●避難退域時検査訓練において、

車両検査エリアと住民検査エリ

アとの間で、避難車両の受け渡

しが円滑でないなど連携に課題

があった。 

・本訓練とは別日で、新たに車両

検査と住民検査を連携した事前

訓練など、両エリアの連携の円

滑化に資する取組の実施を検討

する。 
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●園児引き渡し訓練や甑島の住民

避難訓練において、情報連絡が

十分ではない場面があった。 

・情報発信者からの連絡が遅れて

いる場合は、受信者から確認を

するような連絡体制や、担当者

が対応できない場合を想定して

１対１ではなく、複数が情報共

有し対応できる体制の構築に向

けて関係市町と調整する。 

 

３ 住民アンケート実施結果 

  別紙のとおり 
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